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第１章 計画の趣旨 

１ 背景と目的 

 近年、人口の減少や既存の住宅・建築物の老朽化、社会的ニーズの変化及び産業構造の

変化等に伴い、居住等その他の使用がされていない空家が年々増加しています。特に管理

がされていない空家、いわゆる特定空家等については、周辺の住民に対し、安全や衛生、

防犯・防災など様々な場面で悪影響を及ぼしており、大きな社会問題となっています。 

 こうした中、住民の生命、身体、財産の保護、生活環境の保全や空家等の活用を促進す

るため、平成２６年１１月に空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１

２７号。以下「法」という。）が公布され、平成２７年５月に施行されました。 

 法では、一定の要件を満たす、適切な管理がされていない空家を「特定空家等※ 1」、適切

な管理がされておらず放置すると特定空家等に該当するおそれのある空家を「管理不全空

家等※ 2」とし、自治体の講じることができる措置についても規定されました。 

 また、本町では令和５年３月に白子町空家等の適正管理に関する条例（令和５年条例第

６号。以下「条例」という。）を制定し、空家等に対する措置等に関する事項を調査審議す

るための協議会の設置や緊急安全措置の手続き等について定めたところです。 

 このような状況を踏まえ、町民の生活環境の保全や空家問題についての考え方を明確に

し、空家等対策に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくために「白子町空家等対

策計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

 

※１ 空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第２項（抜粋）  

特定空家等とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著

しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を

損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態に

あると認められる空家等をいう。 

 ※２ 空家等対策の推進に関する特別措置法第１３条第１項（抜粋） 

   市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認められる空

家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第六条第二項第三号に

掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとな

ることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

 

２ 位置付け 

 本計画は、法第７条第１項の規定に基づき定めるものであり、空家等に関する対策を総合

的かつ計画的に実施するため、国の基本方針（「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

実施するための基本的な指針」）に即して策定する計画です。 

また、町の最上位計画である白子町総合計画や庁内関連計画との整合を図りながら、取組

みを進めるものとします。 
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図 1-1 本計画の位置付け 

 

３ 計画期間 

 本計画の期間は、「令和７年度から令和１１年度までの５年間」とします。なお、本計画

は、継続して適正な進行管理を行うとともに、各種施策の実施による効果や社会状況の変

化等により、必要に応じて見直しを図ります。 

 

年度 
(西暦) 

R7 
(2025) 

R8 
(2026) 

R9 
(2027) 

R10 
(2028) 

R11 
(2029) 

R12 
(2030) 

R13 
(2031) 

R14 
(2032) 

R15 
(2033) 

R16 
(2034) 

 

 

 

図 1-2 計画期間のイメージ 

 

 

 

計 画 期 間 次 期 計 画 期 間 

空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成26年法律第127号）

空家等に関する施策を総合的かつ計画

的に実施するための基本的な指針

管理不全空家等及び特定空家等に対す

る措置に関する適切な実施を図るため

に必要な指針（ガイドライン）

白子町空家等の適正管理に関する条例

（令和5年条例第6号）

白子町空家等の適正管理に関する条例

施行規則

白子町空家等対策計画

根拠

根拠

整合

白子町総合計画

【庁内関連計画】

○白子町都市マスタープラン

○白子町デジタル田園都市国家構想総

合戦略

○その他各種計画
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４ 計画対象 

（１）対象地区 

本計画の対象地区は、白子町全域とします。 

（２）対象とする空家等の種類 

 本計画の対象とする空家等の種類は、法に定める「空家等」・「特定空家等」・「管理不全

空家等」を対象とします。また、空家等の敷地でない「空地」、国又は地方公共団体等が所

有・管理する公共的建築物等については対象外とします。 
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第２章 現状と課題 

１ 人口・世帯数 

 令和２年現在、本町の人口は１０,３０５人、世帯は４，１３７世帯で、平成７年以降、

人口は減少傾向にあり、世帯数は４，０００前後を概ね横ばいに推移しています（図 2-

1）。町内の人口の分布をみると、特に沿岸部に人口が集中しており（図 2-2）、令和２年以

前の５年間の人口増減の分布をみると、人口が増加した地域に比して減少した地域が多

く、町内南東側の沿岸部のほか、町内北西側・南西側の町境で減少傾向が特に強くみられ

ます（図 2-3）。 

 

図 2-1 人口・世帯数の推移（出典：令和 2 年国勢調査） 

 
図 2-2 人口の分布（出典：令和 2 年国勢調査） 
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図 2-3 平成 27 年から令和 2 年にかけた人口増減の分布（出典：令和 2 年国勢調査） 

 

２ 空家等の状況 

（１）全国の状況 

 令和５年の住宅・土地統計調査では、全国の総住宅数は約６，５０４万７千戸であり、

そのうち空家数は約９００万２千戸、空家率は１３．８％と過去最多となっています。 

 住宅・土地統計調査では、空家は「①賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空家」、「②賃

貸用の空家」、「③売却用の空家」、「④二次的住宅（別荘）」、「⑤二次的住宅（その他）」の

５つに分類され、空家全体に占める「①賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空家」の割合

は、令和５年調査で約３８５万６千戸、総住宅数に占める割合は５．９％となっていま

す。 
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図 2-4 全国住宅総数・空家数（出典：住宅・土地統計調査/総務省） 

 

（２）千葉県の状況 

 千葉県においては令和５年の総住宅数は３１９万１千戸であり、そのうち空家数は約３

９万４千戸、空家率は１２．３％となっています。空家戸数は増加しているものの、空家

率は減少しており、全国と比較して千葉県の空家の増加傾向は緩やかであるといえます。 

 

 

図 2-5 千葉県住宅総数・空家数（出典：住宅・土地統計調査/総務省） 
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（３）白子町の状況 

 ①実態調査結果 

 ●空家等の状況 

白子町では平成２８年度および令和６年度に空家等実態調査を実施しており、平成２８

年度の総住宅数は５，１９５戸であり、そのうち空家数は３１１戸、空家率は５．９％と

なっています。令和６年度の総住宅数は５，２２３戸であり、そのうち空家数は３３２戸、

空家率は６．３％となっており、空家率は前回に比べ０．４％増加しています。 

 

年 総住宅数 空家数 空家率 

平成２８年度 ５，１９５戸 ３１１戸 ５．９％ 

令和６年度 ５，２２３戸 ３３２戸 ６．３％ 

図 2-6 町内空家等件数表（出典：H28・R6 年度白子町空家等実態調査） 
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図 2-7 町内空家等件数フロー図（出典：令和 6 年度白子町空家等実態調査） 
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●空家等の分布 

空家等は町内全体に広く分布していますが、「五井西」、「北日当」、「幸治東」、「北川岸」

の地区においては、他の地区に比べ多くの空家等が存在しています。 

 

 図 2-8 町内空家等の分布状況（出典：令和 6 年度白子町空家等実態調査） 
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●空家等の評価 

 「老朽危険度判定基準」に基づき老朽危険度を、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価しました。

また、「周囲に対する影響度判定基準」として将来的に建物が老朽化して倒壊した場合を想

定し、倒壊した建物が近隣や道路に影響を及ぼす可能性があるかどうかを外観目視で判定し

ました。その結果、老朽度判定が「Ｃ」、「Ｄ」で、影響度判定が「ｂ」の空家等が１５戸、

老朽度判定が「Ｄ」で影響度判定が「ａ」の空家等が３戸あります。これら１８戸は、現在

また近い将来において、管理と対応を図る必要のある「緊急性を要する空家等」であるとい

えます。 

 一方で、現状のまま利活用可能な空家等は１７６戸あり、軽微な修繕を行うことで利活用

可能となる空家等を含むと２４１戸となるため、今後の利活用促進策が期待されます。 

 

判定区分 
老朽度判定 

判定不能 計 
A B C D 

影
響
度
判
定 

a 100 37 7 3 42 189 

b 76 28 8 7 24 143 

判定不能 0 0 0 0 0 0 

計 176 65 15 10 66 332 

図 2-9 町内空家等総合判定表（出典：令和 6 年度白子町空家等実態調査） 

 

※老朽危険度判定指標 

※周囲に対する影響度判定指標 

※あくまで想定であり、現状で建物倒壊の可能性を判断しているわけではありません。 

ランク 老朽危険度判定基準 利活用基準 

A 危険がない空き家 ・屋根、外壁、傾き全て問題がない 利活用の検討が可能 

B 
軽微な修繕が必要な空

き家 

・屋根、外壁に部分的に破損がある 利活用の検討が可能 

C 

危険度が中程度の空き

家 

・一部に傾きがあるが屋根・外壁は問

題がない 

・傾きはないが屋根・外壁の一部に破

損があるもの など 

特定空家等および管理不全

空家等の可能性が高い 

D 

危険度が大きい空き家

で解体が必要 

・全体的に傾きがあるもの 

・傾きはないが屋根の大部分が陥没又

は外壁の大部分の外装材が腐敗或

いは剥離しているもの など 

特定空家等の可能性が高い 

判定区分 判定基準 

a 倒壊した場合※でも、隣家及び公道を通行する人・車両に危険を及ぼす可能性がない 

b 倒壊した場合に、隣家及び公道を通行する人・車両に危険を及ぼす可能性がある 
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②アンケート調査結果 

●発送・回収状況 

実態調査を実施する中で、空家所有者と思われる方に対しアンケート調査も実施しまし

た。調査対象家屋が３２５件に対して、回答は９０件あり、回収率は２７．７％でした。

また、宛先不明での返送が１３件、未回収が２０９件という結果でした。以下にアンケー

ト調査結果を一部抜粋した内容を記します。 

 

●対象住宅に居住しなくなったきっかけ 

 「住んでいた人が施設等に入った」と「相続により取得したが自分は住むところが別に

ある」の１７．１％が同率で多く、次いで「売却したいができないため」と「相続人が決

まらない」の同率で１４．３％の順でした。特徴的な状況は、「住宅を処分するための準備

（家財の処分等）が整っていないため」が１１．４％あり、「売却したいができないため」

の１４．３％と合わせる２５．７％となり、何らかの処分を考えている割合も高いと言え

ます。 

ｎ＝３５   

 

図 2-10 対象住宅に居住しなくなったきっかけ 

 

 

●維持管理の状況 

 「庭木・雑草の手入れ」の２２．７％が最も多く、次いで、「特に何もしていない」の１

９．７％、「空気の入れ替え」の１３．６％の順の結果です。「特に何もしていない」につ

いては、将来に向けて管理の悪化を懸念させられるものです。 
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ｎ＝６６   

 

図 2-11 維持管理の状況 

 

●空き家であることの困りごと 

 「売却したいが売却相手が見つからない」の２０．０％が最も多く、次いで「空家の中

にある家財等の処分ができない」の１５．６％、「解体したいが解体費用が高額で解体でき

ない」の１１．１％と続きます。所有者にとって、該当する住宅が特に必要でなく処分し

たい意向が多くあるものと推察されます。また「解体して更地になると固定資産税等の負

担が増加する」の８．９％も解体したい意向が示されているものと推察できます。 

  ｎ＝４５   

 

図 2-12 空き家であることの困りごと 
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●将来的な活用の考え 

 「別荘(セカンドハウス)として利用」の２４．７％が最も多く、次いで「市場価格で売

却したい」１７．３％、「自分または家族が居住・使用する」と「安くても良いから売却し

たい」が同率の１２．３％です。手放したい意向が多い反面、「別荘(セカンドハウス)とし

て利用」と「自分又は家族が居住・使用する」は合わせて３７％あり、継続して自己利用

する意向の方も多い結果です。 

ｎ＝８１   

 

図 2-13 将来的な活用の考え 
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●町に期待する支援 

 「改修や修繕に対する支援」の２０．３％が最も多く、次いで「解体に対する支援」の

１７．７％、さらに「空家の登録制度の実施」の１５．２％と続きます。この結果から多

種にわたる提供や支援が求められています。 

                                   ｎ＝７９ 

 
図 2-14 町に期待する支援 

 

３ 課題 

 アンケート調査を実施し、内容を精査したところ、以下の点のような課題が浮かび上が

ってきました。 

 

 その他、本計画で触れたアンケート調査結果の項目以外から見えてくる問題点も含めて

課題整理すると、「空家見込み住宅の増加」、「市場流通しない空家」、「空家所有者の管理意

識」の３つに大別されます。 

＊高齢化の進展や核家族化の影響により、今後も空家等の増加が予想されます。 

＊維持管理に関しては、「特に何もしていない」との回答が約 20％あり、空家等の老朽化 

が一定程度進行する可能性が懸念されます。 

＊「売却したいが売却相手が見つからない」、「空家の中にある家財等の処分ができない」 

など、今後不動産市場に流通しない空家等の増加が予想されます。 

＊「別荘（セカンドハウス）として利用したい」という意見がある反面、空家等の管理が 

行き届かない現状から、そのまま老朽化が進行する可能性が懸念されます。 

＊町に求める支援として「改修や修繕に対する支援」、「解体に対する支援」を希望する声 

が多く見られることから、空家等所有者への財政支援の実施が期待されます。 
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課題➀ 空家見込み住宅の増加

高齢化の進展や親世代との別居等により、独居高齢者が増加することにより、
今後空家等となり得る建築物（空家見込み住宅）の増加が予想されます。

課題➁ 市場流通しない空家等

空家等利活用の情報や知識が不足している、管理が疎かになるにつれて建築
物の老朽化が進んでしまう、利用する意思があるにも関わらず様々な事情に
より手を付けられないでいるなど、空家等が市場へ流通されず、放置された
ままとなっています。

課題➂ 空家所有者の管理意識

遠方に居住しているため、空家所在地まで向かうのが大変である、相続によ
り住宅を取得したため、その空家等についてよくわからず手をつけていない、
管理するのにも金銭的な負担が多く、そこまで余裕が無いなど、様々な要因
から空家所有者の管理意識は希薄化し、空家等は周辺環境に悪影響を与えて
しまいます。
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第３章 基本的な方針 

１ 基本的理念 

前章で導き出した課題へ取り組んでいくためには、計画の根本にある普遍的な考え方お

よび価値観の設定が必要となります。そこで基本的理念を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

２ 基本的方針 

 空家等は所有者の私有財産ですが、少子高齢化や人口減少などの原因により適正に管理

できないものが増加しており、また所有者は様々な事情により売却したい意向があるが二

の足を踏む状況が多くみられ、空家等の管理意識の希薄化が進むことにより、住環境の悪

化を加速させます。 

この状況を踏まえ、設定した基本的理念のもと、その中核となる３つの基本的方針を定

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

•空家の予防方針１

•空家の利活用推進方針２

•空家の解消方針３
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白子町において、今後空家等は増加していくことが予想されます。相続登記など権利関

係が一度、適切に整理されず空家等になってしまうと、利活用・除却等に必要な合意形成

が困難となります。また、管理不全が長期化した場合、特定空家等になり、住民の生活環

境へ悪影響を及ぼす可能性が高まります。 

 そのため、空家等になる前に対策を講じて予防・抑制を図ることが重要となります。 

 

 

 

 

空家等は移住定住促進につながる町の大切な資源にもなり得ます。しかし、適切に管理

しなければ、物件の市場性が低下し、不動産としての有効活用の機会を逸してしまうこと

も考えられます。 

 そのため、空家所有者等に積極的に情報提供を行い、不動産市場に流通させることで空

家等の利活用推進を図ります。 

 

 

 

 

管理が不適切な状態にある空家等は、防災、衛生、景観等において周辺の生活環境に悪

影響を及ぼすことがあります。 

そのため、管理が不適切な状態にある空家等に対し、現地調査や所有者確認を行い、空

家等対策の推進に係る特別措置法に基づく助言、勧告、命令などの必要な措置を講じて所

有者等に適切な管理を働きかけます。 

 

  

方針 1 空家の予防  

方針２ 空家の利活用推進 

 

方針３ 空家の解消  
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第４章 具体的な対策 

１ 空家の予防 

（１）意識の啓発・醸成 

 新たな空家等の発生を予防するため、様々な媒体や事業を通じて、空家発生の原因や問

題点、法による空家等に対する措置などを町民等に周知し、啓発していきます。 

 

 

 

 

（２）所有者等への相談支援 

 空家等へ関心を持つ所有者等からの相談や、相続登記が未了の空家所有者等からの相談

に対して、適切に対応できる仕組みづくりを進めます。 

 

 

 

 

（３）助成制度の周知 

 既存住宅を最大限に有効利用するため、住宅の良質化や長寿命化に関する国、町の助成

制度について周知します。 

 

 

 

 

２ 空家の利活用推進 

（１）空家バンクの活用 

 平成３０年度から移住定住促進を目的として白子町空き家バンク制度を運用していま

す。空家等の売却または賃貸を希望する所有者等からの申込みにより登録された空家情報

を、空家等の利用を希望する方に対して、町がホームページを通じて情報提供する制度で

すが、より積極的な周知を図り、マッチング件数を増やします。 

 

   

 

 

（２）空家所有者等への支援 

 空家所有者等は様々な理由により空家等の利活用に踏み出すことができていません。そ

の悩みに対して適切かつ迅速に対応していけるような体制を整えます。 

 

 

 

・広報紙やホームページ、SNS や納税通知書を送付する際に同封するなどの情報発信 

・独居高齢者向けにセミナーや出前講座の取組み など 

 

 

・空家相談窓口の整備 

・各種専門家団体との連携による相談体制の整備 

 

 

 

・木造住宅耐震診断補助金、木造住宅耐震改修補助金、住宅リフォーム補助金の周知 

など 

 

 

 

 

・空き家バンク制度のリーフレットを納税通知書に同封して配布 

・窓口での空家登録情報の周知 など 
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（３）助成制度の検討 

 空家等となっている中古住宅の需要を拡大するため、中古住宅の取得時に受けられる助

成制度の拡充について検討します。なお、当該住宅は地域コミュニティの維持・再生の用

途に供されるもので、移住定住促進のための（賃貸）住宅や子育て環境整備のための子育

て世帯向け住宅、また商業・観光振興のために宿泊施設やレストラン、カフェや商業施設

を位置付けます。 

 

 

３ 空家の解消 

（１）法令に基づく措置の適切な執行 

 管理が不適切な状態の空家等は衛生、景観、防災等の観点において周辺の生活環境に悪

影響を及ぼす場合があります。そのため、法やその他の関係法令に基づき、空家所有者等

に対して適切な措置を講じます。 

 

 

 

 

 

（２）空家等の情報把握 

 空家等は時間の経過とともに状態が変化していくものであり、空家等の状態を常に的確

に把握できるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

（３）助成制度の検討 

 空家等を適切に管理していくために必要な経済的支援をするため、空家等の管理、修

繕、解体等に対する助成制度や融資制度の導入について検討します。 

 

 

 

 

・株式会社ジチタイアドが運営している「ａｋｉｓｏｌ」（空家問題サポートサービ

ス）及び株式会社アルバリンクによる空家等買い取り相談の周知 

・そのほかの民間企業が行っている空家問題の総合サービスについて、情報収集を行

い、官民連携を図れるか検討を行う など 

 

 

 

 

 

・中古住宅の取得に係るリフォーム補助金制度の拡充 など 

 

 

 

 

・特定空家等に対する助言又は指導、勧告、命令、代執行の措置 

・管理不全空家等に対する助言又は指導、勧告の措置 

・法及び条例に基づく情報提供や助言、その他適切な対応 など 

 

 

 

 

・定期的な空家等実態調査の実施 

・特定空家等や管理不全空家等の定期的なパトロール 

・自治会との連携による情報共有 

・空家データベースを構築し、庁内共有及び迅速かつ適切な対応を行えるように整理

する など 

 

 

 

・空家等の解体費用に対する補助金制度の検討 など 
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４ 実施手順 

 空家等の状態を悪化させないためには、迅速な対応を取ることが重要です。町は、法に

基づき段階を経て空家等の調査及び措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-1 空家等に対する実施フロー 

事案の発生
(住民からの苦情、相談等)

現場確認
(現地調査実施)

空家等の特定と問題の仕分け
(情報収集・整理)

庁内連携フロー

へ移行

庁内連携フロー

へ移行

仕分け後 仕分け後所有者存在 所有者不存在

助言・情報提供
(法第12条)

所有者不明又は死亡等
(財産管理人制度、失踪宣告制度等の活用)

立入調査(法第9条第2項)
※特定空家等の可能性が高い空家等について実施

特定空家等及び管理不全空家等の判定
※特定空家等及び管理不全空家等の判断基準に基づき判定

特定空家等の認定

白子町空家等

対策協議会
協議

助言・指導
(法第22条第1項)

勧告
(法第22条第2項)

命令
(法第22条第3項)

戒告
(行政代執行法第3条)

代執行
(法第22条第9項)

(行政代執行法第2条)

所有者存在 所有者不存在

事前の公告
(法第22条第10項)

略式代執行
(法第22条第10項)

不確知

財産管理人

の申立て

確知

不確知

管理不全空家等の認定

指導
(法第13条第1項)

勧告
(法第13条第2項)
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第５章 計画の推進体制 

１ 実施体制 

 空家等に関する相談に対して、建設課が総合窓口となり、寄せられた相談内容に応じて

庁内関係部署と連携・協力し、現地調査、所有者調査等を実施の上、法に基づいた措置等

を行い、全庁的に改善に取り組みます。 

 
5-1 庁内連携フロー 

助言等の措置、特定空家等の除却

【協議会・関係各課】

・特定空家等および管理不全空家の認定を

受けた空家へ必要な措置を講じる

・行政代執行を行う

連携

現地確認・所有者等へ連絡

【関係各課】

・現地確認後、所有者等へ位置図・現況写

真等の資料を添えて適正管理についての文

書を各課より送付する

各課より報告

【建設課】

空家の利活用

【企画財政課】

住民より相談

【建設課】

ヒアリング

管理不全の状況確認

・報告のあった内容について確認し、必要

に応じて、協議会を開催する

・特定空家等及び管理不全空家等について

の認定を行う

・空家相談の対応状況を整理する

【北消防署】

・不審者の侵入

等の防犯上の危

険性を有するも

の

・不審者の侵入

等、警察との連

携を有するもの

・そのまま放置

すると保安上危

険と判断される

もの

・緊急安全措置

が必要なもの

・雑草等が繁茂

しているもの

・悪臭が発生し

ているもの

・害虫が繁殖し

ているもの

・ゴミが不法投

棄されているも

の

・道路等の交通

等に支障をきた

しているもの

・水路や他の公

共物に影響があ

るもの

・建築基準法上

の違法性がある

もの

・火災の発生が

危惧されるもの

・北消防署と連

携が必要なもの

・火災の発生の

危険があるもの

公共物等の安全

上の問題
防災上の問題 防災上の問題

【茂原警察署】 【総務課】 【総務課】【建設課】 【環境課】 【建設課】 【総務課】

【建設課】

防犯上の問題 防犯上の問題
保安上危険な建

築物の問題

生活環境上の

問題

連携

【建設課】

所有者情報の協力

【税務課】

問題点の振り分け

所有者情報の協力

【住民課】
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２ 関係機関との連携 

 空家等に関する施策の実施について、関係機関や民間事業者と連携・協力を図り効率的

かつ効果的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

・自治会や民生委員等から、空家等に関する情報提供や空家等になるおそれがある一

人暮らし高齢者に係る情報提供など、連携を図る。 

・警察及び消防と連携し、犯罪防止上必要な情報の共有や、火災予防上必要な情報共

有などを実施する。 

・空家等の利活用に関心がある所有者について、物件の市場への流通を促進させるた

めに、不動産関係団体との連携を図る。 
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第６章 計画の目標 

 本計画の進行管理を行うにあたり、基本的な方針に即した成果指標と具体的な目標値を

次のとおりとします。 

 

１ 空家の予防 

指標名称 現状 目標 

空家等実態調査における空

家等の戸数 
３３２戸 ３００戸 

  ・令和６年度に実施した空家等実態調査の結果から３３２件が空家等と判断され 

たことから、５年間で１割の削減を目標とします。 

 

２ 空家の利活用推進 

指標名称 現状 目標 

空き家バンクの登録件数 ４２件 ４８件 

空き家バンクの成約件数 ２３件 ２６件 

  ・平成３０年度から運用開始している空き家バンクの登録・成約件数を、５年間でそ

れぞれの指標について、延べ件数を運用年数で除した件数分の増加を目標としま

す。 

 

３ 空家の解消 

指標名称 現状 目標 

老朽度判定がＣ・Ｄ、影響

度判定がｂの空家等の戸数 
１５戸 １０戸 

老朽度判定がＤ、影響度判

定がａの空家等の戸数 
３戸 １戸 

  ・令和６年度に実施した白子町空家等実態調査の結果から、５年間でそれぞれの指 

標について３割の削減を目標とします。 

 

４ 進捗管理 

 それぞれの成果目標を達成するために、Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ

（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（改善）のＰＤＣＡサイクルによる継続的な計画管理として各施策

の実施プロセス・効果の検証を行い、必要に応じて施策の改善検討を行い、見直しを図り

ます。 
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Ｐｌａｎ

（計画）

Ｄｏ

（実行）

Ｃｈｅｃｋ

（評価）

Ａｃｔｉｏｎ

（改善）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定・見直し 

対策の実施 

進捗の評価・検証 

改善策の検討 
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